
 

 



 

令和７年度海洋情報部研究成果発表会/水路新技術講演会プログラム 
 

 

日 時： 令和８年１月 29日（木）13:30～17:30（13:00開場） 
会 場： 中央合同庁舎第４号館２階 共用 220会議室 
方 式： ハイブリッド方式（会場開催とWebによるオンライン開催） 
主 催： 海上保安庁海洋情報部  共 催：一般財団法人日本水路協会 
 
テーマ：ドローン 海を調べ・観る・測る 
 
 
＜開会挨拶＞ 
 

13:30-13:40  海洋情報部長 木下 秀樹 
 

＜口頭発表＞ 
 
①13:40-14:20【基調講演Ⅰ】 

和製AUV「MONACA」による南極氷下観測 
国立極地研究所 研究教育系・地圏研究グループ 

助教 藤井 昌和 
 
②14:20-15:00【基調講演Ⅱ】 

海上無人機による海底地殻変動観測 
国立研究開発法人海洋研究開発機構  
海域地震火山部門 地震津波予測研究開発センター 

センター長代理・主任研究員 飯沼 卓史 
 

15:00-15:20 休憩 
 
③15:20-15:45 海洋情報部のドローン利用：歴史と取組み 

技術・国際課 三枝 隼  
 
④15:45-16:10 琉球弧・沖縄トラフ・東シナ海において実施した 

AUVを用いた精密海底地形調査成果 
      大洋調査課 堀之内 龍一  

 
⑤16:10-16:35 高品質なAUV測深データの取得に向けた 

調査手法の標準化に関する技術的な取組 
技術・国際課 住吉 昌直  

 
⑥16:35-17:00 海上保安庁における自律型海洋観測装置（AOV）による 

観測の成果と今後 
沿岸調査課 五味渕 有花  

 
  ※講演及び発表の時間には、質疑応答時間を含みます。 
 

17:00-17:10  全体的な質疑応答 
 
 



 

 
 
 
＜ポスター発表(会場展示及び概要紹介)＞ 
 

17:10-17:25 ポスター発表者より紹介 

 
P1 ニューハンプシャー大学におけるラボビジット報告 

大洋調査課 堀之内 龍一  
 ニューハンプシャー大学 John Hughes Clarke, Larry Ward,  

Jang-Geun Choi, Rachel Morrison,  
Atsushi Matsuoka, Rochelle Wigley  

 
P2 2025年までに得られた海底地殻変動観測の成果 

沿岸調査課 海洋防災調査室 海底地殻変動観測グループ  
 
P3 伊豆弧南部リフト帯での珪長質マグマ活動： 

2023年10月伊豆諸島南方海域漂流軽石との関連 
技術・国際課 原口 悟  

 
P4 海図の地名に使われる「礁」の読み 

情報管理課 河合 晃司・社 泰裕  
技術・国際課 藤井 智雄  

 
＜業務紹介展示＞ 
 
  「海しる」の紹介          情報利用推進課 
 
 
＜閉会挨拶＞ 
 

17:25-17:30  技術・国際課長 中林 茂 
  



 

①和製 AUV「MONACA」による南極氷下観測 

藤井昌和 

国立極地研究所/総合研究大学院大学 

 

南極大陸は四方を海に囲まれ、約 2 億年前に始まった大陸分裂と海底拡大の結果、

地球最南端に孤立した。約 3,400 万年前以降は恒常的な氷床を抱えるようになり、

直近 100 万年間には氷期・間氷期の変動を繰り返し経験した。この長い地史の過程

で、大陸縁辺は氷床と海洋変動に伴う激しい侵食・堆積作用を受け、大陸棚上に水

深 1,000 m級の深い氷河性トラフを形成するに至った。 

 現在、南極氷床の融解要因として、沖合の比較的暖かい水塊（周極深層水など）

の大陸棚内への侵入が注目されている。近年の研究では、氷床活動が刻んだ深いト

ラフ状地形が暖水の「通路」となり、棚氷縁辺から棚氷下深部へ熱を運び得ること

を示しつつある。すなわち、複雑な海底地形こそが暖水侵入の様式と棚氷融解の空

間分布を決定づける主要因といえる。 

 このように暖水・氷床・海底の相互作用が集中する南極大陸棚は、氷床と海水準

の変動を規定する極めて重要な領域である。しかし、その地形は平均水深 200m 前

後の一般的な大陸棚とは本質的に異なり、深く、かつ極めて不均質である。暖水が

どのトラフを通り、どの水深帯を遡上して棚氷下面へ熱を供給しているのか。その

実態を解明するための直接観測は、依然として極めて困難な状況にある。 

 南極沿岸、特に昭和基地周辺は定着氷に覆われ、砕氷船による接近や長時間停船

が難しい。棚氷縁辺では安全確保や運航制約が厳しく、船舶搭載の音響観測や係留

系の展開にも制限が大きい。とりわけ棚氷下は、衛星観測では捉えることができず、

船舶からも直接アクセスできない典型的な「観測の空白域」であり、氷床融解の現

場像は推定や間接情報に依存してきた。この物理的制約を突破し、氷下環境を現場

で捉えるために開発されたのが、和製 AUV（自律型水中ロボット）「MONACA

（Mobility Oriented Nadir AntarctiC Adventurer）」である。2017年から約

5年をかけて開発され、第 64次南極地域観測隊において、昭和基地沖およびラング

ホブデ沖での 20潜航により氷下観測の技術的成立性を実証した。 

 本講演では、日本が 60年以上観測を継続してきた「基準海域」であるリュツォ・

ホルム湾と、融解が加速し海水準上昇への寄与が懸念される「臨界海域」のトッテ

ン氷河沖を対象に、MONACA が挑んだ最新の成果を紹介する。第 64 次隊では、

総運用約 39 時間、航行距離約 15 km を通じて海氷下面形状・海底地形・水温塩分

構造などを取得した。第 66次隊では、機体改良と運用手法の見直しにより、母船か

ら離れた氷下環境での無索自律航行に成功した。これは、船舶が直接アクセスでき

ない未知の海底地形や水塊構造を可視化する上で、歴史的な一歩となった。第 67次

隊でも無索自律航行の拡張、観測範囲の拡大、科学的解析に直結するデータ取得を

計画している。 

 「なぜ南極で AUV が必要か」「なぜ大陸棚なのか」「なぜ和製 AUV

『MONACA』なのか」。工学・観測・科学、そして船舶運用が一体となって挑む

極域探査の最前線と、海底地形の解明が拓く氷床変動研究の新機軸、さらには現場

での運用経験に基づく今後の極域観測の展望について議論したい。 

 



 

 

 

 

 

図 1 AUV MONACAが氷の下を冒険するイメージイラスト 

 

   

図 2 AUV MONACAの観測の現場の様子 

  



 

②海上無人機による海底地殻変動観測 

飯沼卓史 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 海域地震火山部門 地震津波予測研究開発センター 

 

海底での地殻変動観測は、プレート沈み込み帯の海溝型巨大地震の想定震源域やその

周辺における、プレート間の固着・すべり状態の現状把握に不可欠である。現在日本列島

周辺に数多く基準点が存在する GNSS-音響測距結合方式の海底地殻変動観測（以下

「GNSS-A 観測」。図 1 参照）は、プレート間での定常的な固着や地震時の大きなプレート

間すべり、間欠的に発生するプレート境界でのスロースリップイベント、巨大地震後に生じ

る粘弾性緩和やプレート境界での余効すべりに伴う地殻変動（余効変動）を検出する点で

優れた実績を持ち、地震発生帯における歪の蓄積・解放過程を明らかにすることに貢献し

てきた。 

 

図 1 GNSS-A観測の模式図。 

船舶等の海上プラットフォームの位置

をGNSS測位により決定するとともに、

海底局の位置を音響測距によって計

測し、両者を結合して海底地殻変動を

検出する。実際には 1 基準点に 3～6

台の海底局が設置されている。 

 

 

GNSS-A 観測を行うには、船

舶やブイなどの、何らかの海上プラットフォームを基準点上の海面に配置することが必要と

なる。海洋研究開発機構と東北大学では、無人観測機「ウェーブグライダー」を用いて

GNSS-A 観測を行うシステムを開発し、運用を重ねてきた（図 2）。ウェーブグライダーは

Liquid Robotics社（米）が開発した、自動自律航行する無人海上観測機であり、波浪に

よるフロート部の上下運動をグライダー部の羽根で前向きの力に変換することで、推進力

を燃料や電力の消費に依らずして得られる。現場の海流の向きを踏まえてラダーの角度を

調節し、設定した航路をたどれるようにしたり、船舶との衝突を回避したりといった自律制

御機能を備えている。フロート部の太陽光パネルと二次電池からの電力供給により、航行

制御や陸との通信、観測機器の作動及びデータ収録などが行われる。このように、長期的

な運用が可能であるものの、推進力は対水速度にして平均 1.2 ノット程度（波高に依存す

る）と大きくはなく、グライダー部に補助スラスターを備えてはいるが、使用時には消費電力

が大きく増す（不使用時の約 3～6 倍に増加する）一方で、推進力を著しく強化するほどの

出力はない。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

図 2 海底地殻変動観測用ウェーブグラ

イダーと搭載機器（ Iinuma et al., 

2021より）。 

①気象センサー・フラッシャー、②AIS ア

ンテナ、③GNSSアンテナ、④ソーラーパ

ネル、⑤制御ユニットおよびバッテリー

（フロート内）、⑥GNSS-A観測用制御・

収録機器（フロート内）、⑦音響トランス

デューサー、⑧アンビリカルケーブル

（8m）、⑨ウィング、⑩ラダー、⑪補助ス

ラスター。 

 

 

2020 年度以降、ウェーブグライダーを用いた観測航海を千島・日本海溝沿いに東北大

学及び北海道大学が設置した基準点において年 2 回行い、各基準点における繰り返し観

測を年 1～2回程度の頻度で実施してきた。しかしながら、上述の通り、ウェーブグライダー

の推進力は大きくないため、海流の影響で設定した通りの航路をたどれないことがあった

り、太陽光パネルによる発電量が十分ではないために観測時間を短縮せざるを得ないこと

があったりと、機体の性能による運用の限界も明らかとなってきた。 

一方、無人機による GNSS-A 観測の実施には、費用対効果の面や荒天耐性の面で、

船舶に比して優れたところは数多く存在する。現在、ウェーブグライダーの他にも、セイルド

ローンやブルーボトルといった風力によって航行する無人機が存在し様々な海域観測に用

いられている。大型の機体を用いるならば、発電量を増やしたり航行速度をあげたりするこ

とが可能となるが、日本国内においては、無人船舶と位置づけられるか漂流物とみなされ

るかが、機体の大きさに依存する。無人船舶扱いとなると運用面でのコストが増大し、費用

対効果の面での利点を損ないかねない。 

 

本講演では、ウェーブグライダーを用いて GNSS-A 観測を行うシステムとその運航事

例及び取得したデータの解析結果を紹介するとともに、ウェーブグライダー以外の海上無

人機の活用を展望する。 

 

  



 

③海洋情報部のドローン利用：歴史と取組み 

三枝 隼 
技術・国際課 

 

本発表は、海洋情報部においてこれまでに導入・運用してきた各種無人観測機につい

て、その導入背景、目的、機体特性、運用実績および得られた観測成果を体系的に整理

し、関連する科学技術の進展と併せて俯瞰的に振り返ることを目的とする。 

近年、無人機技術は、測位精度の飛躍的向上、通信技術の高度化、自律制御アルゴリズ

ムの発展、電源・バッテリー技術の進歩等を背景として急速に発展している。無人航空機

（UAV）、無人海上艇、無人潜水機といった各種無人機は、測量、インフラ点検、防災、環境

調査、資源探査など多様な分野において実運用段階に至っており、人が直接立ち入ること

が困難又は危険を伴う現場において、安全性と効率性を両立した観測・調査手段として不

可欠な存在となっている。 

海洋情報部においても、こうした社会的要請および技術的進展を背景として、比較的早

期から無人観測機の導入と実運用に取り組んできた。海域火山の活動域における観測を

目的として開発された自航式ブイ「マンボウ」を端緒とし、改良型である「マンボウⅡ」、さら

に近年導入された自律型潜水調査機器（Autonomous Underwater Vehicle: 

AUV）、自律型海洋観測装置（Autonomous Ocean Vehicle: AOV）へと無人観測

機のラインナップを段階的に拡充し、観測の高度化を実施してきた。 

本発表では、これらの無人観測機を導入時期の順に取り上げ、各機体について、当時の

課題認識、導入目的、主要な機体仕様、運用形態、観測手法および得られた成果の概要を

紹介する。あわせて、測位技術、通信手段、稼働時間、潜水能力といった要素技術が、時代

ごとにどのように進展し、それぞれの無人観測機の性能向上や運用範囲の拡大にどのよう

に寄与してきたのかを整理する。これらを踏まえ、今後の無人観測技術の発展を見据えた

海洋観測・調査の将来像について考察する。  

自航式ブイ「マンボウ」 特殊搭載艇「マンボウⅡ」 

自律型海洋観測装置（AOV） 自律型潜水調査機器（AUV） 



 

④琉球弧・沖縄トラフ・東シナ海において実施したAUVを用いた精密海底地形調査成果 

堀之内龍一 

大洋調査課 

 

四方を海に囲まれた我が国にとって、領海や排他的経済水域等の海洋権益を確保する

ことは重要であり、その基礎となる海洋情報の整備は不可欠である。海上保安庁では、日

本周辺海域において、測量船に搭載されたマルチビーム音響測深機や自律型潜水調査機

器（Autonomous Underwater Vehicle: AUV）による精密海底地形調査を含む、多

種多様な調査を実施している。本発表では測量船拓洋搭載AUV及び平洋搭載AUVによ

り得られた調査結果についてまとめた成果を報告する。 

 

沖縄トラフにおける拓洋搭載AUVの観測結果例（Minami and Ohara, 20１７） 

フィリピン海プレートがユーラシアプレートに沈み込む「沈み込み帯」に位置する琉球弧

や沖縄トラフ周辺では、ダイナミックな火成活動や熱水活動が予想される海域だが、陸上と

は異なり、海底の火成活動や熱水活動についてはその分布、様式、規模等、未だに明らか

になっていない点が多い。ここでの例では、拓洋搭載AUVにより得られた高解像度海底地

形データと水温異常（水中音響異常）データから、沖縄トラフ第３久米海丘において発見さ

れた大規模な海底熱水鉱床である「ごんどうサイト」を紹介する。 

 

東シナ海陸棚斜面域における平洋搭載AUVの観測結果例（堀之内ほか, 2024） 

東シナ海の陸棚斜面域は、陸棚から沖縄トラフにかけての急峻な斜面が広がる一方、最

も流れの強い海流の一つである黒潮や半日周期が支配的である潮汐等、多様な海洋現象

が知られている。これらの特徴から泥や砂等の堆積物の輸送が発生し、堆積構造や表層

地形も多様であると考えられるが、その動態は十分に議論されていない。ここでの例では、

陸棚斜面域において発見された特徴的な海底地形について、平洋搭載AUVで得られた高

解像度地形データを示すとともに、海洋情報部で実施している堆積物採取、海象観測等の

多種多様な調査と組み合わせた堆積物輸送及び地形発達過程への考察を述べる。 
 
  

拓洋搭載AUVによって得られた 

多数のチムニー 

（熱水活動を示す尖塔状地形） 

平洋搭載AUVによって得られた 

波状ベッドフォーム 



 

⑤高品質な AUV測深データの取得に向けた調査手法の標準化に関する技術的な取組 

住吉昌直 
技術・国際課 

 

現在，「AUV の社会実装に向けた戦略」（総合海洋政策本部，2023）のもと，産官学

連携でAutonomous Underwater Vehicle (AUV)の海洋での活用が進められて

います．深海地形調査では，海上保安庁や国内外の研究機関，民間企業等が，海洋権益，

科学的調査，海底資源探査，世界の海底地形解明を目的に，様々なＡＵＶが運用してい

ます．ＡＵＶが深海地形調査で極めて有用な理由は，AUV が海底に接近して測深するこ

とで，浅海域と同等の高解像度の水深データ（グリッドサイズ 0.5 – 2 m 程度）が取得

可能なためです．また，海底付近は安定した環境であるため，船上からの測深と異なり海

面の影響を受けず，ノイズの少ない高品質な水深データを広範囲で取得できます． 

 

しかしながら，実際に AUV で高品質な水深データを確実に取得するためには，高度な

AUV 測深技術が不可欠です．例えば，水深データに大きな系統誤差が生じてしまうと，

高精度かつ高分解能な高性能ソナーを用いたとしても，水深データの再現性が担保され

ず，複数回の計測に不整合が生じることになります．このような結果を避けるため，AUV

自体の特性，ソナーの特性等を正しく理解して運用することが必要となります．また，様々

な AUV で取得した水深データを統合する場合は，この AUV 測深技術が特に重要とな

ります．近年，戦略的イノベーションプログラム（SIP）では，複数機の AUV で隊列を編成

して，高品質の水深データを一挙に広範囲に取得することも試行されています． 

 

このような背景のもと，高品質な AUV 測深データを取得するための標準手順を確立

することを目標に，ＡＵＶ測深や浅海域の水路測量を実施する海上保安庁海洋情報部と

ＡＵＶを開発する海洋研究開発機構で，共同研究を行ってきました．本研究では，浅海域

の水路測量の品質管理手法を応用すること，AUV の型式等に極力依存しない一般化さ

れた標準手順とすること，無人海底探査の国際競技大会 Shell Ocean Discovery 

XPRIZEのGEBCO-Nippon Foundation Alumni Team とTeam KUROSHIO

が培ったＡＵＶ測深技術を活用すること，を基本コンセプトに進めてきました． 

 

本研究の方法として，まず，ＡＵＶ測深データの品質をコントロールする様々な要因を

特定し，次に，ＡＵＶ測深手順の標準化を目指したＡＵＶ測深データの検証を海域試験に

て実施しました． 

 

本研究の成果として，第一に，複雑なＡＵＶ測深手順から高品質データを取得するため

に高度に制御すべき各影響因子を特定し，海洋環境による補正，ＡＵＶ搭載センサー，Ａ

ＵＶ運用・航法，データ処理の４つに分類しました（Fig. 1）．次に，ＸＰＲＩＺＥで活躍した海

洋研究開発機構のＡＵＶ－ＮＥＸＴを用いて海域試験を行い，ソナーの測深パラメータ調

整，ソナーのパッチテスト，高品質のＡＵＶ測位のためのＤＶＬキャリブレーション等の手順

を確立しました．更に，これらを適用した AUV測深の改善手法では，従来手法と比べて，

非常に高品質なＡＵＶ測深データを実際に取得できることが実証されました(Fig. 2)． 

 



 

 

 

高品質なＡＵＶ測深データ取得のための標準手順を確立するためには，様々な型式の

ＡＵＶによる検証が必要となります．この標準手順が確立されれば，大地震前後の深海地

形の変動検出や深海探索など，将来のＡＵＶの活用範囲が広がることが期待されます． 

 

 
Fig. 1  高品質な AUV測深データを取得するために制御すべき各影響因子． 

 

 

Fig. 2  AUV-NEXTを用いた海域試験による AUV測深データの検証． 
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⑥海上保安庁における自律型海洋観測装置（AOV）による観測の成果と今後 

五味渕有花＊1，松永智也＊1，杉山伸二＊1，土屋主税＊2 

*1 沿岸調査課，*2技術・国際課 

 

海上保安庁海洋情報部では、精密な最低水面の

調査のため 2016 年度より西日本海域を中心に自

律型海洋観測装置 AOV（Autonomous Ocean 

Vehicle）「Wave Glider」（図 1）の運用を開始し

た。AOV は燃料を要せず無人で自律的に航行し、

長期間の観測が可能な海洋プラットフォームである。

海洋情報部では１年以上の潮汐観測から得られる天

文最低低潮面 LAT （ Lowest Astronomical 

Tide）を精密な最低水面とし、AOV による潮汐観

測のデータから LATの算出を目指すこととした。 

 

これまで第七、八、九、十、十一管区で AOV

を導入し、管区職員を中心に運用、整備及びデ

ータ解析を行ってきた。観測中は運用者がインタ

ーネットを介して陸上から監視及び指示を行い、

24 時間の運用体制を構築した。また、AOV で

得た海象及び気象データは衛星通信を介してリ

アルタイムで陸上に送り、常時海況を確認しなが

ら運用している。 

 

常設験潮所の沖合で AOV により観測され算

出された LATは、最低水面を基準として常設験

潮所の LAT と同等または最大で 4 cm程度低

くなることが確認された(図2)。潮汐を除く風向・風速、気温、波浪、流向・流速、水温、塩分

といった観測データは海洋状況表示システム「海しる」に提供され、海洋情報部のホームペ

ージにリアルタイムで公開されてきた。また、黒潮横断時の海流データが海洋速報に活用さ

れた例（図 3）や台風通過時の海象及び気象データを観測した報告（図 4）もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

AOV は船を派遣せず連続した海象観測を行える一方で、長期観測であることから冬季

の日照不足に伴う電力不足や海生生物付着による動作不良といった課題も生じた。これら

の経験を踏まえ来年度以降には風力を動力源とした新型のAOV「Sailbuoy」(図5)の試

験運用を開始予定である。従来の AOV と比較し小型かつ省電力な機体であり、より安定

した長期運用が見込まれる。今後、本庁を中心として本格的な運用を予定しており、今年

度３月に実施する海上試験を通し運用に関する問題点の抽出、解決を図ったうえで海洋調

査能力の一層の向上に資する運用を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 



 

  



 

P3 伊豆弧南部リフト帯での珪長質マグマ活動：2023年 10月伊豆諸島南方海域 

漂流軽石との関連 

原口 悟 

技術・国際課 

 

2023 年 10 月上旬に伊豆弧南部、鳥島から孀婦岩西方のリフト帯を震源とする群

発地震が発生、9日には津波が発生したが、当初津波に対応する地震活動が観測され

ず、発生メカニズムが謎な津波として注目された。メカニズムの一つの可能性とし

て、「リフト帯における火山活動」が指摘されたが、10 月 20 日に鳥島西方海域に軽

石の漂流が発見され（図１）、リフト帯の火山活動が改めて注目された。 

一方、1995 年にハワイ大学の研究船 Moana Wave 号によって青ヶ島から鳥島に

かけての火山フロントから雁行海山列（西七島海嶺）に至る範囲で火山岩採取調査

が行われ、背弧リフト帯でも多くのドレッジを実施、火山岩が採取された。これら

の火山岩は玄武岩と流紋岩が主で、玄武岩は島弧横断方向の化学組成変化を示し(e.g. 

Kimura et al., 2010)、流紋岩もまた、島弧横断方向の化学組成変化を示すが、玄武

岩とは異なる特徴も有する(Haraguchi et al., 2017、図２)。これらの火山岩が強い島

弧横断方向の化学組成バリエーションを示すことから、漂流軽石もまた、島弧横断

方向の化学組成変化の上に乗ることが予想される。 

また、地震を受けた海洋研究開発機構による南部伊豆弧の調査の結果、孀婦岩西

方の「孀婦海山」山頂にカルデラ状の地形が新たに生成されたことが確認され、津

波の発生源となった可能性が示唆された。しかし、同海域の海流は北北東から南南

西へと流れており、津波発生時には南に位置する孀婦海山へは戻らず、むしろ北側

の「明神礁」方面から流れてきたことが示唆された（桑谷：私信、図１）。このため、

同海域が軽石の噴出源として注目される。 

 

 

 

  

 

 

海流の方向

図 1 図２ 

図１ 2023年 10月の伊豆弧南部群発地震の震源分布と軽石流の位置 

図２ リフト帯玄武岩と流紋岩の液相濃集元素濃度比の島弧横断方向の変
化(Haraguchi et al., 2017) 
 

図２のデータ分布範囲 

 



 

  



 

 

2月 1日、サイトデザインを一新するなど、「海しる」を全面的にリニューアルします。 
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